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　国際統合報告評議会（IIRC）は、コンサルテーション草案

の中で、「全ての組織は、成功のために多様な形態の『資本』

に依存する」とし、多様な形態の「資本」として、財務資

本、製造資本、知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然

資本の 6 つを提示しています。こうした多様な「資本」を

活用して価値を創造するという視点は、これからの企業経営

にとって、ますます重要性を増していくでしょう。

　20 世紀後半までの産業資本主義社会（工業の時代）には、

企業の差別化の源泉は、大規模設備などの製造資本と財務資

本でした。労働力が豊富で、大量生産・消費で経済が発展し

ている時代には、大量の資金を調達し、設備を大規模化し、

規模の経済を確保することが、企業の成功要因でした。

　20 世紀後半以降のポスト産業資本主義社会（情報の時代）

には、より高度な製品･サービスが求められるようになり、

企業の差別化の源泉は、知識となりました。知的資本やそ

れを生み出す人的資本の重要性が高まったのです。それを

示すものとして、無形資産の価値増大があります。企業価

値に占める無形資産の割合は、1975 年の 20% 以下から、

現在は 80% 以上になっています。

　これからの時代は、さらに新しい差別化の源泉が必要とな

ります。1 つは、オープン・イノベーションやコ・クリエ

ーションなどの社外のステークホルダーとの協働を通じた

新しい価値創造です。社外のリソースを活用した価値創造

には、幅広いステークホルダーとの信頼関係の構築、すな

わち社会・関係資本の強化が不可欠です。

　ネイチャーテクノロジーなど自然から学ぶイノベーション

も注目されています。水資源、遺伝子資源なども企業の競争

力に影響する要素です。企業の競争力向上のために、自然資

本活用の重要性が高まっていると言えるでしょう。

CSV で多様な「資本」を有効活用

　CSV/ シェアード・バリューは、社会・関係資本や自然資

本を含む多様な資本を活用して企業価値を創造するための考

え方を提示します。

　バリューチェーンの CSV は、製造資本、知的資本、人的

資本といった社内リソースに加え、社会・関係資本であるサ

プライヤーやチャネルといった社外リソースを新たな視点で

活用します。

　食品メーカーが、原材料農家に技術・ノウハウを提供し、

高品質な原材料を安定調達する。途上国において、女性を

教育し販売員として活躍してもらい、新しい市場を開拓す

る。こうした活動は、社会・関係資本の強化を通じてバリ

ューチェーンを強化し、企業価値を創造しています。

　クラスター / 競争基盤の CSV は、人材、インフラ、規制

や事業慣行、消費者の意識、自然資源など、外部リソースお

よび外部リソースとの関係を強化することにより、企業の競

争力を強化します。基本的に社会・関係資本や自然資源など

を活用して企業価値を創造するものと言えるでしょう。

　IT 企業が IT 人材を育成することで、市場拡大や自社の競

争力強化につなげる。途上国でものづくりなどに必要な人材

を育成し、競争力を強化する。自社製品や技術を広めるため

に必要な新たなルールを整備する。消費者に新しい生活習慣

を身につけてもらい、自社製品を普及させる。新しい市場で

社会貢献活動を行いつつ、市場での成功要因を理解し、ステー

クホルダーとの関係を構築する。こうした活動は、社会・関

係資本を強化しつつ、企業価値を創造しています。

　そして、飲料メーカーが水資源を自社の競争力の源泉と位

置づけ、水資源の保全活動を推進する。食品メーカーが、水

産資源の持続可能性を担保するため、水産資源保全のルール

を普及させる。こうした活動は、自然資本を強化しつつ、企

業価値を創造していると言えます。

　CSV/ シェアード・バリューのフレームワークを用いて、

社会関係資本、自然資本を含む多様な資本を活用し、企業価

値を創造することができます。社内外のリソースを味方につ

け、最大限に活用して、差別化の源泉とすることは、これか

らの時代に求められる視点です。

自然も社会も、CSV で社内外のリソースを味方に

世界を変える CSV 戦略⑭
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